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NAVIGATION & SOLUTION

要  約

C O N T E N T S

山中幸輝

Ⅰ　HRテクノロジーの動向
Ⅱ　二つの段階におけるHRテクノロジー活用の考え方
Ⅲ　人的資源管理の転換シナリオ
Ⅳ　既存の人材アセットへの対応
Ⅴ　新しいハイブリッド型の人的資源管理

1	 さまざまなHRテクノロジーの適用段階は、二つに区分して考えられる。適用の第
一段階は「人事管理業務の生産性改善」である。これは、HRテクノロジーを通じ
て、各種の人事管理業務に従事する人員数と時間を削減することである。第二段
階は「機動的な人材活用と内発的な学習・成長の促進」である。これは、内外環
境の変化や戦略の転換に対して機動的に人材を調達し、配置・登用することによ
り、個々の社員が組織貢献に資する学習・成長を能動的に行うことが目的である。

2	 人的資源管理には大きく 3つのタイプがあり、HRテクノロジーの活用領域には
それぞれ違いがある。HRテクノロジーの技術進歩に伴い、外部市場からの人材
調達コストが低下する。日本企業の人的資源管理は、組織内調達を中心としたタ
イプから、外部市場からの人材調達を中心とする欧米型（Job型）へ、移行が一
気に加速する可能性を孕んでいる。

3	 企業内には、必ずしもCIO、CFO、SCMオフィサー、製品開発・設計エンジニ
ア、システムエンジニアのような市場流動性の高い職種やポストばかりではな
く、マネジメント人材や事務職のような自社で育成保持すべき職種もある。もっ
とも、こうした現在市場流動性が低い人材も、徐々に「Job型」の報酬体系への
移行が必要となっていくだろう。日本企業は「Job型」の報酬体系という共通思
想の下、「外部市場調達型の報酬体系」と「内部調達型の報酬体系」という一国
二制度の新しいハイブリッド型の人的資源管理を迫られることになるだろう。

デジタル時代の人的資源管理
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Ⅰ	HRテクノロジーの動向

HRテクノロジーは、AI（人工知能）やク
ラウドなどのIT、各種センサーや情報端末
などの最新技術を駆使して、いわゆる人事業
務を支援する各種システムやアプリケーショ
ンである。人事業務とは具体的に、採用、人
材開発、登用・配置、人事評価および福利厚
生などが挙げられる。

HRテクノロジーは、この数年、国内でも
それを提供する企業が増え続けており、注目
を集めつつある。HRテクノロジーには、単
に既存人事システムを代替するものや、従来
にはなかった形態でのソリューションを提供
するものがある。

HRテクノロジーを提供する企業は、全人
事領域をワンストップで提供する企業もある
が、競争優位性や独自性を有する特定の人事
領域に特化して提供し、それ以外の人事領域
との連携は、API（Application Programming 
Interface）を公開することで担保する企業
もある。このため、ユーザー企業はさまざま
な選択肢から自社の目的に適したHRテクノ
ロジーを選択し、組み合わせることが効果的
となってきているといえよう。また、HRテ
クノロジーでは、従来、別々に管理されてい
た各種の人事情報や人材情報のデータを一元
的に管理できるようにし、組み合わせること
で、効果や価値を創出することが可能となっ
てきた。

さらに、HRテクノロジーを利用する各ユ
ーザー企業の情報を集計し、活用すること
で、企業間で比較できるベンチマークなどの
サービスの提供や、AIによる各種の人的資
源管理に必要な「予測や最適化」の精度向上

が期待される。このため、ユーザー企業はも
ちろん自社に閉じてHRテクノロジーを活用
することもできるが、特にデータが少ない創
業間もない企業や中小企業においては、こう
した集計データを利用するプラットフォーム
型のHRテクノロジーを活用することで、人
的資源管理の水準を一気に高度化することも
期待できる。

Ⅱ	二つの段階における
	 HRテクノロジー活用の考え方

1	 HRテクノロジーの適用段階
HRテクノロジーは、それらを活用する目

的から、二つの適用段階に区分することがで
きる。

第一段階は「人事管理業務の生産性改善」
である。これは、HRテクノロジーを通じ
て、人事業務に従事する人員数と時間を削減
することが目的である。従来、各種の人事情
報や人材情報が分散的に管理されていたた
め、人事部や現場の組織長が配置・登用や人
事評価を検討・決定する際に参考となる人事
情報や人材情報を抽出し、一元的に把握する
だけでも多大な労力を要していた。HRテク
ノロジーを通じて、情報の一元管理と使いや
すいインターフェースが提供されることで、
前述の参考情報の抽出業務と参照業務が圧倒
的に簡素化されることは極めて重要である。

また、人事部が採用プロセスを進める上で
の社内の調整業務や、各種申請などの社内手
続きに関する社員からの問い合わせに対する
回答など、従来、多くの人手と時間を要して
いた業務などが、HRテクノロジーを通じて
省力化・自動化できる。
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を整備する。
HRテクノロジーの二つの適用段階におい

て、各人事領域（ 5 領域に大別）での「概
要」と、期待される「効果」を取りまとめた

（表 1 ）。たとえば、人材開発領域における第
一段階（人事管理業務の生産性改善）とし
て、実際の業務内容を映像化して業務を追体
験できる動画コンテンツを配信する。また、
社員が携帯端末を使って学習することにより
社員教育における学習効果を高めることを挙
げている。

2	 主な人事領域における
	 HRテクノロジーの具体的な内容

表 1 でまとめたHRテクノロジーのうち、

第二段階は「機動的な人材活用と内発的な
学習・成長の促進」である。これは、HRテ
クノロジーを通じて、内外環境の変化や戦略
の転換に対して機動的に人材を調達し、配
置・登用することに加え、個々の社員が組織
貢献に資する学習・成長を能動的に行うこと
を促すのが目的である。具体的には、各種の
人事情報や人材情報とともに、これまでの採
用や配置・登用の実績データを用いた分析を
行い、社内外から調達または配置・登用すべ
き人材を迅速に特定する。また、個々の社員
が内発的に担当職務を遂行し、組織に貢献す
るように、HRテクノロジーを通じて、学習・
成長の方向性や内省からの気づきを得る機会
や動機づけを個々の社員に提供しやすい環境

表1　各人事領域におけるHRテクノロジーの適用段階

人事領域

HRテクノロジーの適用段階

第一段階：人事管理業務の生産性改善 第二段階：機動的な人材活用と内発的な学習・成長の促進

概要 効果 概要 効果

採用

● 動画情報共有技術
● 面接者が携帯端末で面接内容を録
画・送付することで、面接官は地
理的・時間的な制約を受けずに評
価・判断が可能

● 採用面接業務の
省力化

● AI技術
● SNSやインターネット上で把握でき
る人材情報の収集・分析を行い、企業
の望む要件に適応した人材へ応募を依
頼することが可能

● 企業側が望む要
件の人材発掘業
務の高度化

人材開発

● 動画情報共有技術
● ロールプレイなどの実施内容を録
画・共有することで、習得すべき
社員が相互に学び合うことを促す
ことが可能

● 教育業務の省力
化と教育内容の
均質化

● 通話アプリ
● 社員が「社外メンター」や「社外コー
チ」との対話を行うことで、学習・成
長に向けた気づきや内省を促す機会を
提供

● 学習・成長にお
ける悩みの解消、
意欲の喚起

登用・配置

● クラウドでの人材情報管理ツール
● 社員の人材情報の一元的な閲覧が
可能

● 人材情報管理の
効率化

● AI技術
● 特定の役職（ポスト）にふさわしい候
補者人材を提示、または幹部人材の望
ましいキャリアパスを提示

● 役職（ポスト）
と人材の適合性
の向上

人事評価

● 各種データ変換ツール
● 人事評価における個社固有の管理
フォーマットや業務フローを維持
したまま、人事評価情報の一元的
な閲覧が可能

● 人事評価業務の
効率化

● 通話アプリ、AI技術
● 上司や周囲との対話の頻度を高め、過
去の対話履歴から対話が望まれる事項
を推奨することで、対話の質・量を高
めることが可能

● 社員の高い成果
創出と中期的な
成長の方向性に
気づく機会の創
出

福利厚生

● 自然言語処理、Chatbot
● （各種申請などの社内手続に関す
る）社員からの問い合わせに対し、
人手を介さない回答が可能

● 社内の問い合わ
せ業務の自動化、
効率化

● Webシステム
● 上司が組織に貢献する社員に対して貢
献ポイントを提供。社員は蓄積した貢
献ポイントを用いて、さまざまな気づ
きや経験を得られる体験型のプログラ
ムが受講可能

● エンゲージメン
トの向上
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と、社員個々の目標や成長の方向性を結びつ
けることに関して、十分な対応を行い難い状
況がある。たとえば、働き方改革が求められ
る現在においては、従来のように「業務はオ
フィスで行う（評価者の目の届く環境で行
う）」ということが前提とされないため、評価
者と社員個々の直接的なコミュニケーション
頻度は以前よりも少なくなり、業務の進捗状
況の把握が行い難くなっている。また、成長
に関していうと、半期や年度に一度程度の評
価者・社員間の評価およびフィードバックで
は、社員個々の成果（もしくは改善点）を一
定程度時間が経過した後で確認する場になら
ざるを得なく、社員個々の納得感も低く改善
のための学びにつなげ難いという課題がある。

このような状況に対し、HRテクノロジー
を活用することで、評価者側は組織目標の修
正が発生しても社員個々の目標の変更が行い
やすくなる。また、目標の進捗に対する現時
点の評価や、目標の達成に向けて今後必要な
アクションについての面談を適時に行える環
境が整備されることで、社員個々の成長過程
や組織への貢献度合いを短サイクル（週次や
月次など）で把握・共有することができる。

Ⅲ	人的資源管理の転換シナリオ

1	 人的資源管理の大別
まずは企業の人的資源管理を報酬支給の根

拠（何に対して報酬を支払うか）と、前提と
する人材流動性という 2 軸で整理する。

図 1 の通り、 4 つの象限で整理され得る
が、実態として多く存在するのは①、②、③
の 3 タイプである。

特徴的な内容について一部を紹介する。
「採用」領域における第一段階では、録画面
接による採用面接業務の省力化が挙げられ
る。会社側が設定した設問に対する面接回答
の内容を、応募者が携帯端末（スマートフォ
ン、タブレットなど）のビデオカメラ機能を
用いて録画・送付し、会社側はその録画内容
を閲覧の上、評価することで採用面接を完結
できる。通常、採用面接を実施する際には、
社内の面接官と応募者の日程調整や、実施場
所の確保など各種の調整業務に時間を要する
が、これが不要となる。

また、直接会って面接を行う段階では、絞
り込まれた応募者との面接時間を充実させ、
人材の見極めに注力することができる。
「人事評価」領域における第二段階では、社
員個々のパフォーマンス向上と、業務におけ
る自身の成長および組織への貢献度合いの納
得感醸成が挙げられる。評価者が、目標の進
捗度合い、業務上必要なスキルの獲得状況、
社員の評価履歴および業務の経験履歴（異動
履歴）といった社員情報を一元的に閲覧・把
握し、社員個々の業務の進捗に合わせた面談
を携帯端末を用いたビデオ通話やチャット機
能で実施することができる。また、組織の目
標と社員個々の業務上の目標との連関性を可
視化することで、目標に対する組織と社員
個々のベクトルを合わせることができる。加
えて、AIにより、過去の面談時のフィード
バック内容や対話内容から、面談内で推奨さ
れる質問事項・アジェンダなどを提示するこ
とができる。

現状では、人事部門や評価者の人的・時間
的なリソースの制約から、社員個々の状況変
化を踏まえつつ、組織の目標や成長の方向性
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職種やポジションの市場水準を強く意識しな
がら設計される。

また、当該職務の等級格付けを行う権限
は、人事部よりも職務・業務内容を熟知して
いる所属長側に存在することが多い。

（2）	 職能型人事制度

	 （純日本型人事マネジメント）

職能型人事制度は、一人一人の給与は当人
の保有または発揮する能力レベルに基づいて
決定するというものである。等級ごとに求め
られる能力レベルは「職務遂行能力要件（職
能要件・基準）」に明記される。会社（人事
部）は当人の能力発揮の状況を踏まえて能力
レベルを査定し、上位の「職務遂行能力要
件」を満たしていると判断すれば、昇格（格
付けが上位に変更）となる。

旧来、多くの日本企業が採用してきた人的
資源管理であり、本来的に可視化しにくい社
員一人一人の能力を、社内的な人材価値や組
織間・入社年次間のバランスを踏まえながら
査定することが必要となる。当該人材の能力

（1）	 Job型人事制度

	 （欧米型人事マネジメント）

Job型人事制度は、一人一人の給与は会社
（所属長）と合意した職務内容に基づいて決
定するというものである。

職務内容はいわゆるジョブディスクリプシ
ョン（職務記述書）に明記され、会社（所属
長）は職務・成果責任や業務の難易度、市場
価値に基づいて当人が担う「職務」を社内の
等級（グレード）に格付けする。ベース給与
は、上位のポジションに任用されるか、職
務・成果の責任や業務の難易度がより大きく
なり、原則的に上位の等級に上がらない限り
は変更が生じない。

これは欧米企業の人事処遇の考え方そのも
のであり、日本国内に展開する外資系企業
や、日本に本社がある企業でも業種・業界的
に人材流動性の高い業界、たとえば製薬や金
融（証券業、投資顧問など）において広く採
用されている人的資源管理である。高い人材
流動性（人材マーケットの存在）を前提とし
た人的資源管理であるため、報酬水準は当該

図1　人的資源管理のタイプ

担当する職務に報酬を払う

人の能力に報酬を払う

高
い
人
材
流
動
性
を
前
提

低
い
人
材
流
動
性
を
前
提

③
役割型人事制度
（新日本型）

①
Job型人事制度
（欧米型）

②
職能型人事制度
（純日本型）
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用が継続するが、①のJob型では基本的にポ
ストに空席が生じるか、組織拡大に伴ってポ
ストが新設されないと候補者が任用されるチ
ャンスが生じないし、ポストが空いても必ず
しも内部登用とは限らず、高い人材流動性を
背景に社外からの人材調達も頻繁に発生す
る。そういった人事運用と長期雇用がマッチ
しにくいため、結果としてJob型人事制度に
純日本型の職能型人事制度の要素を掛け合わ
せた（良いところ取りをした）役割型人事制
度が採用されてきた。

2	 人的資源管理タイプごとの
	 HRテクノロジーの活用アプローチ

今後HRテクノロジーを自社の人事管理業
務や人材マネジメントに取り入れていく企業
は、人的資源管理タイプにかかわらず間違い
なく増加する。

一方で前述した図 1 のタイプ①～③のよう
な人的資源管理のタイプによって、HRテク
ノロジーの活用領域には違いがある。
「人材流動性が高い労働市場」を形成し、外
部からの人材調達を重視するJob型人事制度

（欧米型人事マネジメント）の会社において
は、ポスト登用時に社内候補よりも、むしろ
社外の幅広い人材市場から候補人材を調達し
ようとする。そのため、必要スキル・学位・
資格などを具備した人材を職務経歴書や広く
SNSなどにアップされているスキル情報・業
務履歴から広範囲に候補者を探索して情報を
抽出・整理する「レジュメ・パーシング・ソ
フトウエア注1」や「キャンディデート・リレー
ションシップ・マネジメント（CRM）注2」「ソ
ーシャルサーチ注3」などと呼ばれるような人
材マッチングサービスが適合する（図 2 、3 ）。

を社内的な相対価値から決定することとなる
ため、報酬水準は基本的には市場水準をそれ
ほど意識せず、企業としての支払い能力や社
員リテンション、労働組合との協議の歴史な
どを踏まえて設計される。また、所属長だけ
で昇格是非の判断を行うことが難しくなるた
め、必然的に全社員の人事情報を集約してい
る人事部門に格付けの権限を集中させること
になりやすい。

（3）	 役割型人事制度

	 （新日本型人事マネジメント）

役割型人事制度をシンプルにいうと、Job
型人事制度と職能型人事の中間に位置づけら
れる人的資源管理である。

一人一人の給与が会社（所属長）と合意し
た職務内容に基づいて決定するのはJob型人
事制度と同様であるが、年度替わりのタイミ
ングで実施する社内の等級（グレード）の見
直し時には、当人の発揮能力や社内的な人材
価値、さらには職務内容には明記されない

「当人の経験や保有能力を基に期待する個別
の役割」も勘案される。

従って上位のポジションに任用されなくて
も、当人に対する期待役割が高まれば上位の
等級に格付けすることもできる仕組みである。

国内企業において、「わが社は担っている
職務の大きさをベースに処遇している」と自
ら位置づけている企業のうち、①のJob型人
事制度は比較的少数派であり、多くは③の役
割型人事制度を採用している。

日本企業が役割型人事制度を採用する理由
としては、人材市場の流動性が未発達である
職種が依然多いことが挙げられる。多くの企
業では比較的長期にわたって同じ会社での雇



82 知的資産創造／2018年9月号

図2　欧米型人事マネジメントとHRテクノロジー

労働市場・人材タイプ

● 人材流動性が高い労働市場
● 業界・職種における汎用スキルを重視　

米国企業の人事施策の特色

● 外部からの人材調達
● 職種別・職務別採用
● 比較的早い段階での人材選抜
● ゼネラリストとスペシャリストの分離
● 職種内異動
● 職務（ポジション）ベースの社員格付け・賃金システム
● 短期的公平感を重視（現価主義）　

人事管理権限の特色

● ライン管理者主導の分権型人事管理

フィットしやすいHRテクノロジー (例）
● 社内外の人材発掘（スキルとジョブのマッチング）
● タッチポイント型のパフォーマンスマネジメント（ライン長への評価支援機能）
● 人事アナリティクス（エンゲージメント＆リテンション）

図3　HRテクノロジー活用例（欧米型人事マネジメント）

〈求人主（事業リーダー）〉 〈候補者ショートリスト〉

〈応募情報〉
〈SNS情報〉

 

〈スキル・資格・経歴・職歴など〉
………………………………………
………………………………………

フリーランスマネジメント
システム クラウドソーシング

システムマッチングシステム

（社内） （社外）

ジョブボード

ジョブディス
クリプション

レジュメ・パーシング・
ソフトウエア

キャンディデート・
リレーションシップ・マネジメント

〈スキル・資格・経歴・職歴など〉
………………………………………
………………………………………

〈スキル・資格・経歴・職歴など〉
………………………………………
………………………………………

〈スキル・資格・経歴・職歴など〉
………………………………………
………………………………………

データ
処理

瞬時に
リスティング 

ジョブディス
クリプション
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ロセスに引き継がれていく「膨大な定型作業
の塊」である。

この（膨大な定型業務という）業務特性が
今日、日本国内で採用関連のHRテクノロジ
ーが急速に導入されつつある理由である。具
体的には「エントリーシートのテキストマイ
ニングによる自社企業風土とのマッチング」

「採用候補者の採用内容プロセス管理」「面接
動画サービスによる面接プロセスの効率化」
に関連するHRテクノロジーの領域である。

3	 Job型（欧米型）人的資源管理
	 への流れが加速

2017年に通信関連デバイスをコアとする中
国系グローバル企業の日本法人であるファー
ウェイ・ジャパンが、日本国内の新卒ITエ

また流動性が高く、社歴の浅い社員も多く
存在する企業では、より行動・コミュニケー
ション・志向性などの客観的データを多面的
に収集・分析することで、「チーム」や「個
人」のパフォーマンスを最大化するための方
策を明らかにしようとする「ピープルアナリ
ティクス」の取り組みが適合しやすい。

ではタイプ②のような職能型人事制度（純
日本型人事マネジメント）ではどうだろうか

（図 4 ）。
職能型人事制度は内部育成型キャリアが一

般的であり、そのスタートは「新卒一括入
社」である。採用業務は大量のエントリーシ
ートの読み込みから始まって、数多くの段階
的な面接を経て採用内定となり、その後も就
職活動期間全般にわたって内定者フォロープ

図4　純日本型人事マネジメントとHRテクノロジー

労働市場・人材タイプ

● 人材流動性が低く、内部労働市場が中心
● 企業の特殊スキルを重視　

日本企業の人事施策の特色

● 長期雇用
● 年次管理に基づく人事考課付年功制
● 相対的に遅めの昇進・選抜
● 新卒一括採用
● ローテーションを含む内部人材育成
● 半ゼネラリスト・半スペシャリスト型の人材育成
● 人（職務遂行能力）ベースの社員格付け・賃金システム
● 長期的公平感を重視　

人事管理権限の特色

● 人事部主導の集権的人事管理

フィットしやすいHRテクノロジー（例）
● 採用選考、プロセス管理ツール
● 初期教育を支援するツール（ナレッジマネジメント、ノウフウサポート）
● スキル・経験の可視化（ジョブマッチング）
●「学び直し」をサポートするAIツール
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を展開した。
こうした動きはまだ序章に過ぎない。製品

ンジニア候補学生に対して学士卒初任給40万
1000円、修士卒で43万円を提示して採用活動

図5　人的資源管理の転換シナリオ

これまで 近未来

人材調達コストは市場流動性の
進展により決まる

人材調達コストはHRテクノロジーの
進展と活用により決まる

HRテクノロジーの進展が
人材調達コストを引き下げ、
人材の外部調達化が進む

外部調達に適合しやすい
Job型人的資源管理への転換が進む

（フィードバックループ）

図6　HRテクノロジーが人的資源管理の転換を倍速化

人材調達コスト（これまで）

社内人材調達
コスト

任用要件
● 漠然としたスキルセット
● 上司との仕事経験

HRテクノロジーの力が
社外人材調達コストを
「劇的」に引き下げる

Job要件ベースの
人材調達が加速化

人的資源管理の
転換が倍速化

社外人材調達
コスト

人材調達コスト（近未来）

社外人材調達
コスト 社内人材調達

コスト

社内労働市場
（候補者少ない）

②職能型人事制度

③役割型人事制度

任用要件
● 具体的なスキルセット
● 類似プロジェクト経験

社内外
労働市場
（候補者
多い）

①Job型人事制度

（社内）
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争優位性を獲得していくことが可能となる一
方で、もちろん社内のすべてのポストへの任
用候補者が外部労働市場から調達されるわけ
ではないことも事実であろう。長年の雇用慣
行は容易にはなくならないと考えられる。

「働き方改革」でも話題となった「同一労働
同一賃金」という考え方や国内の労働法制の
改革が、さらに今後どのような方向、どのよ
うなスピード感で進むのかは、依然として不
透明でもある。

日本企業は人材アセットのうち、特に流動
性市場が形成されやすいCIO、CFO、サプラ
イチェーンオフィサーや製品企画スタッフ、
研究開発・設計エンジニアといった職種を流
動化させながらも、一定部分の既存人材アセ
ットに対しては教育を一層充実させ、組織内
調達を行い、これからも会社全体としての人
材価値を高める取り組みを地道に継続する必
要があることは強調しておきたい。

企業が取り組む、絶え間ないビジネスモデ
ルの変革やオペレーションモデルの革新は、
社員全体に対して仕事のやり方、すなわち業
務プロセスや役割分担、責任・権限の持たせ
方、組織体制の見直しを要求する。こうした
動きは人的資源管理の根幹である「求める人
材像」の見直し・再定義につながるため、既

開発・設計エンジニアや金融をはじめとし
て、年齢やキャリアに関係なくスキルやジョ
ブに対して処遇する欧米型の人事マネジメン
トが日本企業にも急速に浸透しつつある。

年齢や勤続年数に関係なく学んできたスキ
ルやジョブに対して報酬をオファーするよう
な、従来の新卒一括採用秩序の崩壊は、日本
企業によるJob型（欧米型）人的資源管理への
転換を一気に加速させる可能性がある（図 5 ）。

HRテクノロジーの技術革新により、適切
な人材を獲得するための情報収集や、調整の
ための取引コストが低下するという理由で、
そのつど外部市場から調達した方が、内部で
育成（組織内育成）するよりも環境変化にも
適応しやすく、経済合理性が高くなってくる
可能性が徐々に上がる。つまり、いわゆる

「市場と組織」の論理からすると、欧米型人
的資源管理への流れが加速するというわけで
ある（図 6 ）。

同時に、日本国内におけるフリーランスの
人材市場の拡大も、人材流動化を促進する大
きな要因であろう（図 7 ）。

また、フリーランスに限らず外資系企業の
積極的な参入や、グローバルビジネス拡大に
伴う外国籍社員・幹部比率増加などにより、
人材調達市場が創造・拡大されつつあるのは
不可逆的な動きである。つまり、人材調達市
場の拡大によって人材流動性が高まり、HR
テクノロジーの活用余地が拡大、それがさら
に人材流動性を高めるというポジティブフィ
ードバック・ループが回っていくのである。

Ⅳ	既存の人材アセットへの対応

HRテクノロジーを活用して人材面での競

図7　フリーランスの動向

2015年

＋22.6％

2018年

913万人
（14％）

1,119万人
（17％）

＋8.1％5,300万人
（34％）

5,730万人
（35％）

注）比率は労働力人口に占める割合
出所）ランサーズ（株）Webサイト「フリーランス実態調査2018年度版」より作成
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ところが、HRのテクノロジーを活用する
ことで、こうした業務は、AIの力でほぼ瞬
時に調整し素案を作成することが可能となっ
てくる。

もちろん、AIがアウトプットしたローテ
ーションプランをそのまま正式案とすること
はまだ非現実的ではある。が、少なくとも素
案ができることで、担当役職者は素案をベー
スにブラッシュアップを行う業務により多く
の時間を投入することができる。従来、ロー
テーションプランの素案を策定する業務は、
相応の経験を有した人事部門の中核人材が行
っていたが、HRテクノロジーの活用によっ
て当該役職者はより上位ランク相当の業務、
たとえばローテーションのための組織間調整
やローテーション案に基づく人材ポートフォ
リオの可視化といった、より戦略的業務を担

存の人材アセットに対しては、スキルチェンジ
や学び直しにといった課題に発展する（図 8 ）。

これまで付加価値が高いと考えられていた
業務がAIやRPA（Robotic Business Automa-
tion）によって効率化され、その活用のため
に採用担当者は新たなスキル獲得や他職務へ
の変更が迫られる。

人事部門の仕事を一例として取り上げてみ
たい。従来は人事異動においてローテーショ
ンを実施するために、社員の人事申告表の情
報を加工・データベース化し、現場にヒアリ
ングしながら情報をアップデートし、さまざ
まな組織の人材ニーズと本人のキャリア志向
性の双方を勘案しながらローテーションプラ
ンを策定していた。その業務は極めて膨大な
作業を伴うが、人事部門内でも比較的上位の
役職者のコア業務の一つでもある（図 9 ）。

図8　HRテクノロジー活用による既存人材アセットの強化

自社・他社の
デジタルトランスフォーメーション

ビジネスモデルの変革

業務プロセス／組織体制
の見直し（役割の変化）

HRテクノロジーを活用した対応 既存の人材アセット

HRテクノロジー

人材と仕事の最適化

採用ツール
人事業務

人材発掘 ピープルアナリティクス

パフォーマンス
マネジメント支援（1on1）

再定義に基づくタレントの発掘

スキルチェンジ／学び直しの仕組み

行動データ分析によるモチベーション管理

●「求める人材」の再定義

● 新たなタレントの再定義

● 区分（雇用形態、職種など）見直し
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Ⅴ	新しいハイブリッド型の
	 人的資源管理

HRテクノロジーが企業の人的資源管理に
及ぼす影響を考察してきたが、あらためて今
後の日本企業が進むべき人的資源管理を俯瞰
する。

これまで日本企業は、展開する事業や職種
の特性、競合を意識した人材獲得競争力、労
働組合などの関係から、主に 3 つのパターン

（Job型、職能型、役割型）から自社に最もフ
ィットするパターンを選択してきた。

しかしながら、外資系企業との競争激化、
グローバルビジネス拡大に伴う外国籍社員・
幹部比率増加に加えて、HRテクノロジー進展
による外部人材調達コストの低下を背景に、
従来は製品開発エンジニアや金融関係者を中

うことが可能となる。社員はHR関連に限ら
ず、テクノロジーの進化によって自身のスキ
ルセットを進化させ、場合によっては大きな
スキルチェンジを迫られることとなる。企業
は陳腐化しつつあるスキルを保有する社員に
対して、テクノロジーを最大活用して学び直
しのサポートをしていく必要がある。

また、人材流動化が急加速していることを
所与とした上で、ピープルアナリティクスを
今後広く一般化していくことが重要と考えら
れる。ピープルアナリティクスとは具体的に
は、既存人材リソースのパフォーマンス発揮
状況やマインド、勤怠や評価情報といった人
事属性データだけではなく、モチベーション
サーベイや行動データを組み合わせて分析
し、人材のリテンションをパターン化するな
どの分析のことである。

図9　HRテクノロジーによる人事部門の仕事・役割変化

業務プロセス変化による人事部門の仕事の変化

HRテクノロジー活用前 HRテクノロジー活用後

業
務
プ
ロ
セ
ス

異
動
・
昇
格
管
理
の
役
割
分
担

… …………………………………………………
………………………

…………………………………………
……………………

上級スタッフ 個別ローテーションの組織間調整素案作成

AIを活用して数多くのパラメーター
を操作して長期の要員予測の可視化
と組織ごとの人材最適化に向けた施
策の立案

主任スタッフ 人事情報データベースや上司推薦情報から
異動・昇格候補者リストを作成

AIを活用してローテーション初期案
の立案
HRテックを活用した社外からの人材
調達実施のハンドリング

スタッフ 人事情報データベースへの入力に関する社
員からの照会対応、入力情報の確認

人事情報データベースと社員の意識
データを駆使して、上司の要求に基
づくさまざまな条件リストを作成
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はJob型の良い側面（成果・責任の大きさに
応じて処遇）と職能型の良い側面（ポストが
変わっても処遇変更が伴わず安定的に人材を
処遇）の「良いところ取り」であった。言葉
を換えるとこれは「妥協の産物」であり、中
途半端な人的資源管理であったともいえる。

HRテクノロジーによって人材調達コスト
が下がり、人材獲得力が競争優位性に直結す
る経営環境においては、成果の低い人材に高
い報酬を支給する余裕は乏しく、職務（成果
や責任）の大きさに軸足を置いた報酬体系で
なければ、人件費を効率的に配分し経営の効
率を高めることはできない。ハイスペックな
高度専門人材を獲得し、社内にリテインする
ための原資を捻出するには、報酬単価が恒常
的に上昇する職能型人事制度や役割型人事制
度では不可能だからである。折しも昨今の

「働き方改革」推進に伴う、「同じ仕事（≒
Job）であれば同じ賃金を支払うべき」とす
る同一労働同一賃金に関する法整備は、正

心とした高度専門職にフィットしていたJob型
人的資源管理が拡大していくこととなろう。

一方で、それほど流動性の高くない事務
系・工場系職種や若年層社員のような人材ア
セットに対しては、組織内調達（内部育成や
学び直し支援）を行い、これからも会社全体
としての人材価値を高める取り組みを地道に
継続する必要がある。

すなわち、企業は一カンパニーでありなが
らも社内に人材流動性の高い職種、ポストと
比較的流動性の低い職種双方を適正に処遇、
モチベーションアップやリテンションを通じ
て人材価値を高めていく「一国二制度型」の
人的資源管理を実現していかなくてはならな
い。その人的資源管理を本稿では「新しいハ
イブリッド型の人的資源管理」と呼ぶことに
する（図10）。

従来の日本企業は、普遍的な 3 つの人的資
源管理パターンから、近年、役割型人事制度
を選択するケースが多く存在した。その理由

図10　デジタル時代における「新しいハイブリッド型の人的資源管理」

職務に報酬を払う

能力に報酬を払う
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性

③
役割型人事
制度

現行（旧式）の
ハイブリッド型人事制度

（妥協の産物）

完全な「一国二制度」
（担当職務に対して報酬を

支払う思想は統一）

右記以外のポスト
に対する処遇

（社内価値連動）

ITエンジニアなど
キーポストに対する
処遇（市場価値連動）
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規・非正規社員間の均衡処遇実現だけではな
く、企業の人的資源管理のあり方を職能・役
割型からJob型移行へ後押しする。

企業は全社員に対して、Job型人事制度を
適用することに合理性を見いだすと同時に、

「一国二制度」の人的資源管理に帰着する
が、こうした制度を運用するための組織能力

（ケイパビリティー）が一層重要となる。
一つの部署に、市場価値連動型の処遇水準

を適用する部下とそうでない部下が混在する
ようになる。価値観だけではなく処遇制度の
面でも多様化した人材をマネジメントし、高
い組織成果を上げていくことがデジタル時代
のマネジメント層には求められるのである。

HRテクノロジーの進歩が、新しいハイブ
リッド型の人的資源管理への転換を促すと同
時に多様な人材をマネジメントし、組織成果
につなげられるマネジメント層を確保・育成
していくことがデジタル時代の人的資源管理
成功の鍵なのである。

注

1	 レジュメやSNSのプロフィルに記載されたテキ
ストを解析し、学位、資格、経験年数といった
職歴に関する情報を抽出、整理するサービス

2	 企業への求職者もしくは潜在的求職者を、企業
が採用候補者として人材プールの中で管理し、
求人条件に応じて経験、スキルを基にその中か
ら人材を探し出すことができる仕組み

3	 インターネット上にあるブログやLinkedInのプ
ロフィルなど、さまざまな人材の情報を収集し
アルゴリズムを使って人材の適性を測定評価す
る。候補者の情報を企業に提供して、人材発掘
をサポートするサービス
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